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宮古島市下地児童館指定管理者業務仕様書 

 
宮古島市下地児童館の指定管理者が行う管理の業務（以下「本業務」という。）の内容及

び範囲等は，宮古島市下地児童館指定管理者業務仕様書（以下「仕様書」という。）による。 
 

１ 趣旨  
仕様書は，宮古島市児童館条例（以下「条例」という。）に基づき，宮古島市下地児童

館（以下「児童館」という。）の指定管理者が行う本業務の内容及びその基準について定
めることを目的とする。 

 
２ 児童館の本業務に関する事項 

指定管理者は、児童館の本業務及び自主事業を行うにあたり，関係法令を遵守するとと
もに次に掲げる項目に沿って行うものとする。 

（1） 児童館は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 40 条の規定に基づき児童に健
全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにするとともに、市民の福祉の向上
及び地域住民の交流の活動拠点として提供できるように本業務を行うこと。 

（2） 本業務の実施主体として責任を負い、適正に実施すること。 
（3） 善良なる管理者の注意をもって，施設を常に良好な状態に管理する義務を負う。 
（4） 特定の個人や団体及びグループに対して、有利あるいは不利になるような取り扱いを

しないこと。 
（5） 効率的かつ効果的な本業務を行い，経費の縮減に努めること。 
（6） 宮古島市個人情報保護条例（平成 17 年宮古島市条例第 10 号）に基づき，個人情報

の適切な管理を行うこと。なお、業務遂行のために得た個人情報について，適切な管理
のため必要な措置を講じること。また指定管理者の役員及び職員は、業務上知りえた秘
密をほかに漏らしてはならない。併せて指定管理者は，その従事者から個人情報の保護
に関する誓約書を徴するなど、従事者の守秘義務について徹底すること。 

（7） 利用者及び地域住民の意見及び要望を本業務に反映させるように努めること。 
（8） 本業務に当たって，地域の自治会等との連携に取り組むこと。 
（9） 児童福祉の普及や児童館活動の充実に取り組む上で，市内児童館やその他児童福祉施

設等との連携を図ること。また、その他隣接する公共施設等との連携を図るように努め
ること。 
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３ 施設の概要 
（1） 名称      宮古島市下地児童館 
（2） 位置      宮古島市下地字上地 628 番地の 1 
（3） 施設の概要   延べ床面積 209.83 ㎡ 
 
４ 開館時間及び休館日 

児童館の開館時間及び休館日は条例第 4 条に規定するとおりとする。なお、条例第 4 条
但し書きにより利用時間を変更し、または臨時に開館し若しくは休館するときは，あらか
じめ市長の承認を得なければならない。 

 
５ 利用対象者 
（1） 市内に在住する 0 歳から 18 歳未満のすべての子ども（ただし、小学生未満は保護者

同伴） 
（2） 母親クラブ、子ども会その他の児童の健全育成を目的とする団体 
（3） その他市長が適当と認めた者 
 
６ 法令等の遵守 

指定管理者は、本業務にあたっては仕様書のほか、次の各項に掲げる法令に基づかなけ
ればならない。 

（1） 宮古島市児童館条例 
（2） 宮古島市児童館条例施行規則 
（3） 宮古島市個人情報保護条例 
（4） 宮古島市情報公開条例 
（5） 児童福祉法 
（6） 地方自治法 
（7） 労働基準法 
（8） その他の関係法令 
 
７ 本業務 
（1） 児童館事業 

① 児童の健全育成に関する業務 
ア 児童の健全な遊び場の提供に関すること。 

   ａ 遊びの指導を行うこと。幼児および児童の集団指導は、その指導担当者を定め、
組織的・継続的に行うよう配慮すること。 

ｂ 健全な遊びを通して、児童の集団および個別指導の実施並びに中学生・高校生
等の年長児童の自主的な活動に対する支援を行うこと。 
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イ 児童の健康増進に関すること。 
児童の発達段階や運動能力、興味、関心に配慮すること。 

ウ 児童の情操指導に関すること。 
  児童の体力、活動力を涵養（かんよう）するために運動遊びや情操を高める遊び

を取り入れるよう配慮すること。 
エ 児童のクラブ活動およびレクリエーションの指導に関すること。 
オ 地域の児童の健全育成に必要な活動を行うこと。 
カ 母親クラブ、子ども会等の地域組織活動の育成助長を図ること。 
キ 子育てに対して、不安や悩みを抱える母親から相談に応じるなど、子育て家庭の

支援を行うこと。 
② 施設利用の登録に関する業務 

ア 入館および利用許可の制限等 
  条例第 6 条及び条例施行規則第 4 条、第 5 条に関すること。 
イ 利用促進活動 
  利用者のアンケート調査実施に関する業務 
ウ 広報活動 
  児童館だよりの発行等に関する業務 

（2） 児童館の施設及び設備の維持管理に関する業務 
① 施設及び付帯設備の維持管理においては、施設機能を維持し適正な運営を行うため、

施設・設備の日常点検、法定点検及び定期点検等を行う。また、機械警備業務につ
いては､現在市が行っている委託業務を引き継ぎ､委託期間終了時は新たな契約を行
うこと。 

・空調の点検、清掃業務 
・機械警備業務 
・消防設備等保守点検業務 
・浄化槽保守点検業務 
・グリストラップの清掃業務 

② 施設等の補修・修繕に関すること。 
・照明器具等の消耗品や部品を交換する。 
・施設等の点検等を定期的に行い、計画的に日常修繕を行うものとする。小規模修

繕等は指定管理者の負担とし、主に建物本体が原因で発生する非日常的な大規模
修繕は、市で実施するものとする。 

③ 清掃業務に関すること 
・施設内外の日常清掃及び定期清掃を行い、施設の美観・機能を維持し、安全かつ

快適な施設を提供し、汚損により利用者に不快感を与えることの無いように努め
るものとする。 
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・事業の実施等に伴い出るゴミについては、指定管理者が宮古島市の分別方法等に
沿って適切に処理するものとする。 

④ 防犯・防火・警備業務に関すること 
・火災、盗難、損壊行為など事故の緊急対応を速やかに行うこと。 
・緊急時を想定した緊急時対応計画書を作成し、緊急時には計画に基づいた速やか

な通報等の処理をすること。 
⑤ 屋外施設の保全・管理業務 

・屋外施設である駐車場及び工作物等については、利用者が快適に利用できるよう
維持管理を行うこと。 

⑥ 備品の管理及び指定備品の備え付けに関すること 
・指定管理者は、市が保有する備品等を帳簿等で適切に管理すること。 
・備品管理に当たっては、良好な状態で常時使用できるようにすること。 
・市が保有する備品等について、更新が必要なときは市と協議すること。 
・コピー機については、指定管理者の備品としてリース契約等を行い備え付けるこ

と。 
・AED については、備品として備え付けること。 
・新たな事業展開のために必要な備品の調達は、原則指定管理者の負担とする。調

達の際は、市と協議すること。 
⑦ その他施設の維持管理に関すること。 

（3） 緊急時および災害時の対応に関する業務 
① 関係機関への通報等、緊急時の対応に関すること。 
② 台風等天候による施設への影響を最小に抑えるため、適切な対応策を講じること。 
③ 事故等緊急時の対応 
 ａ 児童館を利用する児童については、その児童の住所、氏名、年齢、緊急時の連絡先

等を登録することにより把握しておくこと。 
 ｂ 児童館を利用する児童にけがや体調不良等が発生してときは、速やかに保護者に

連絡すること。 
 ｃ 児童館の利用者が、児童館で事故等によりけがをしたときは、速やかに宮古島市

に報告すること。 
④ その他施設利用に関すること。 

（4）その他市長が必要と認める業務 
 
８ 自主事業の実施 

施設の効果的活用や利用者の利便性の向上を図るため、指定管理者の責任と費用負担に
よる事業（以下「自主事業」という。）を行うことができる。ただし、事業計画に基づき
実施することとし、本業務の妨げにならない範囲および児童福祉施設の設置目的に沿った
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事業であること。 
 

９ 事業計画書等  
指定管理者は、本業務に関し下記書類を作成し適切に保管すること。また、必要に応じ

宮古島市に提出するものとする。 
（1） 事業計画書及び予算書 

指定管理者は、市が指定する日までに次年度の各事業の事業計画書及び予算書を作
成し、提出するものとする。 

（2） 月次報告書 
指定管理者は、各事業の毎月の利用状況、業務内容について、次に掲げる報告書を作

成し、翌月の 10 日までに提出するものとする。 
① 利用状況(運営体制、利用者数) 
② 事業収支報告書 
③ 業務実績(維持管理、運営、自主事業) 
④ 事故、苦情の内容と対応 
⑤ その他市長が必要と認める事項 

（3） 事業報告書 
指定管理者は、翌年度 4 月末日までに次に掲げる各事業の事業報告書を提出するもの

とする。ただし、年度の途中において指定を取り消されたときは、宮古島市が指定する
日までに、当該年度の指定を取り消された日までに当該報告書を提出しなければなら
ない。 

① 利用状況(運営体制、利用者数) 
② 決算報告書 
③ 業務実績(維持管理、運営、自主事業) 
④ 事故、苦情の内容と対応 
⑤ 事業評価(利用者アンケート、自己評価) 
⑥ その他市長が必要と認める事項 

（4）日報 
指定管理者は、各事業の利用状況、業務内容等について日報を作成すること。提出す

る必要はないが、市が必要と認めるときは開示すること。 
（5） 帳簿 

指定管理者は、管理業務及び維持修繕業務等の処理に係る経理内容を明らかにした
帳簿を備え、かつ証拠書類を整備し当該年度経過後５年間これを保存すること。 

（6） その他市長は、本業務の適正を期するため、指定管理者に対して、その管理業務及び
維持修繕業務並びに経理の状況に関し、定期または必要に応じて報告を求め、または、
実施について調査し、必要な指示をすることができる。 
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10 自己評価の実施 
  指定管理者は、業務及び業務の質、並びにサービスの向上を図ることを目的に、利用者

等から施設運営に関する意見を聴取し、定期的に自己評価を実施すること。またこれによ
り得られた評価は、事業報告書に記載し、次年度の業務に反映すること 

 
11 本業務を行うにあたっての留意事項 

児童館には、館長を 1 名配置し、各事業の目的を達成するために、以下の基準に従い必
要な人員を配置するものとする。 

人員配置については、市に報告するものとし、報告内容に変更があった場合は、速や
かに変更の届出を提出するものとする。 

(1) 人員配置 
館長の監督のもとで次の人員体制を基本とし、各種業務における責任体制の確立、

必要な有資格者等、適正な職員を配置し実施するものとする。 
①児童館 

児童館には、沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第 54 条
に規定する児童の遊びを指導する者(児童厚生員)を２名以上配置するものとする。 

 
 配置人員 資格等 備考 

館長 
1 人 保育士、幼稚園教

諭、児童厚生員等 
児童館全体の管理運営
に関する責任者 

児童館 
常時 
２人以上 

児童厚生員  

 

(2) 職員の資質向上 
市民サービスの向上、市民ニーズの把握に努め、市民からの問い合わせ等に適切に

応じられるよう職員の資質向上に努めるものとする。また、管理運営を行う人的体
制を整備するに当たり、職員の資質・能力を向上させるための研修の実施、職場環
境の醸成等、創意工夫を行うこと。 

また、事業担当者を中心に館外の研修への参加や他施設の事業への参加を通し、情
報収集や他施設とのネットワーク作り等を行い、職員の専門性の向上と、魅力ある
事業の発案及び実施に努めることとする。 

(3) 職員の勤務形態 
労働基準法、労働安全衛生法、その他労働関係法令を遵守し、職員の健康管理には

十分留意すること。 
(4) 自然災害、人為災害、事故等の発生に備えた訓練の実施及び危機管理マニュアル等



7 
 

の作成に努めること。 
(5) 利用者からの苦情に対し適切な解決に努めること。 
(6) 宮古島市の事前の許可なく敷地内及び室内での動物を飼育することは禁止する。 
(7) 宮古島市の事前の承諾なしに施設の構造を変更、またはこれに対して造作加工や施

設の入所する建物及び敷地内の共有部分に造作物の設置やポスター等の広告物の掲
示を行うことはできない。 

(8) 感染症対策等 
感染症対策ガイドラインを作成すること。作成にあたっては、厚生労働省が策定し

た「児童館ガイドライン」、「保育所における感染症ガイドライン」及び一般財団法人児
童健全育成推進財団が策定した「児童館のための新型コロナウイルス感染症対策ガイ
ドライン」等を参考にすること。 

 
12 本業務の実施にかかる損害 
（1） 本業務の実施にあたり、指定管理者に生じた損害は、宮古島市の責めに帰する理由に

よる場合を除き、指定管理者の負担とする。 
（2） 本業務の実施にあたり指定管理者が宮古島市または第三者に及ぼした損害は、宮古島

市の責めに帰する理由による場合を除き、指定管理者の負担においてその損害を賠償
するものとする。 

 
13 指定管理者業務の継続が困難になった場合の措置 

指定管理者は、業務の継続が困難になった場合またはその恐れが生じた場合は、速やか
に宮古島市に報告しなければならない。指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務
の継続が困難になった場合は、宮古島市は指定管理者の指定を取り消すことができるも
のとする。その場合は、宮古島市に生じた損害は、指定管理者が賠償の責めを負うこと
となる。 

 
14 リスク責任分担 

市と指定管理者の責任分担については、次表を基本として対応するものとする。 
 

種類 内容 市 指定管理者 
制度関連 施設管理、運営に影響を及ぼす法令等変更 ○  

第三者賠償 
本業務を原因とする公害、生活環境の阻害等によ
る場合 

 ○ 

物価変動 変動物価による経費の増大  ○ 
金利変動 金利変動による経費の増大  ○ 
不可抗力 自然災害等による業務の変更、中止、延期等 協議 
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自然災害等による指定管理者の責めに帰するこ
とができない建物・設備の損害等 

○  

周辺地域・住
民 及 び 来 館
者への対応 

周辺地域・住民との協調  ○ 

施設運営に対する住民及び来館者からの反対、訴
訟、要望対応 

 ○ 

資金調達 必要な資金の確保  ○ 

運営費増大 市以外の要因による運営費の増  ○ 

施設・設備の
修繕等 

本市の責めに帰すべき事由のもの ○  

指定管理者の責めに帰すべき事由のもの  ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特
定できないもので小規模なもの(１０万円未満) 

 ○ 

火災等事故 管理上の瑕疵による火災等事故  ○ 

損害賠償 

管理上の瑕疵による事故等により利用者に損害
を与えた場合 

 ○ 

施設、機器の不備による事故等により利用者に損
害を与えた場合 

協議 

災害時対応 待機体制の確保、被害調査、報告、応急措置等  ○ 
セ キ ュ リ テ
ィー 

警備不備による情報漏えい、犯罪発生  ○ 

運営リスク 

管理上の瑕疵による臨時休館等に伴う運営リス
ク 

 ○ 

施設、機器の不備や火災等の事故による臨時休館
等に伴う運営リスク 

協議 

廃棄物処理 事業系廃棄物として処理  ○ 
事 業 終 了 時
の費用 

指定期間が終了した場合、または期間途中に業務
を廃止した場合における事業者の撤去費用 

 ○ 

 
15 その他注意事項 

指定管理者は、本業務を実施するにあたって、次の各項目に留意して円滑に実施するこ
と。 

（1） 指定管理者が本業務に係る各種規定・要綱等を作成するときは、宮古島市と協議する
こと。 

（2） 仕様書に定める事項に疑義が生じたとき及び記載のない事項については、宮古島市と
協議すること。 
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●市の契約を引き継ぐ業務の契約概要 
 機械警備業務 月額 31,900 円（年額 382,800 円） 

契約期間 令和６年 3 月 31 日まで 
契約相手方 有限会社総合ビルサービス 
      代表取締役 砂川明次 

  
 


